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１ 基本理念

男女が社会の対等な構成員としてお互いを尊重し、自らの意思によって社会のあらゆる分野に

おける活動に参画し責任を負い、個性と能力を十分に発揮できる男女共同参画社会の実現を目指

します。

２ 計画の目的

これまでの取り組みを継承、発展させ、男女共同参画社会の実現に向けた施策を総合的かつ計

画的に推進することを目的として策定するものです。

３ 計画の期間

令和５（2023）年４月から令和10（2027）年３月までの５年間とします。

４ 計画の位置付け

（１）「男女共同参画社会基本法」第１４条第３項に規定する「市町村男女共同参画計画」として

策定するものです。

（２）「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」第６条第２項に規

定する「市町村推進計画（＝基本方針Ⅰ・Ⅱ）」を含みます。

（３）「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法）」第２条の３第

３項に規定する「市町村基本計画（＝基本方針Ⅲ）」を含みます。

（４）「第5次男女共同参画基本計画（国）」及び「第5次群馬県男女共同参画基本計画」を勘案

します。

（５）「太田市まちづくり基本条例」に基づくとともに、「第２次太田市総合計画」との整合性を

図ります。
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５ 計画の進行管理

本計画の施策における実施事業について、「太田市男女共同参画基本計画進行管理シート」（以

下「進行管理シート」という。）により、毎年度、施策・指標に関する進捗状況を確認し、太田市

男女共同参画推進協議会（以下「協議会」）という。）で成果の評価を行います。

①事業担当課は「進行管理シート」に前年度の実施内容・評価・課題等を記入し、市民そうだん

課に提出します。

②市民そうだん課は「進行管理シート」を集約して、協議会に報告します。

協議会は進捗状況を確認し、「事業評価結果報告書」を作成します。

③市民そうだん課は、協議会から提出された「事業評価結果報告書」を庁内組織である太田市男

女共同参画推進会議に報告し、事業の進捗状況等について協議します。

④市民そうだん課は、推進会議の結果を事業担当課にフィードバックし、事業担当課は事業方針

や進め方の見直しを図ります。

②報告③作成・提出

④フィードバック
本計画に掲げた

実施事業の担当課

市民そうだん課

太田市男女共同参画

推進会議

議長：市民生活部長

構成委員：事業担当課長等

太田市男女共同参画

推進協議会

市民、学識経験者、関係

団体の代表者

①提出
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６ 計画の背景

（１）男女共同参画に関する年表

年 国際社会 国 群馬県(年度表記) 太田市(年度表記)

1975

(S50)

・国際婦人年

・国際婦人年世界会議(メキ

シコシティ)

「世界行動計画」採択

・婦人問題企画推進本部設置

・「国際婦人年」日本会議

国

連

婦

人

の

1

0

年

1976

(S5１)

・「国連婦人の10年」開始

(～昭和60年)

・民法改正(離婚復氏制度)、

戸籍法公布、施行

1977

(S52)

・「国内行動計画」策定

・国立婦人教育会館設置

1979

(S54)

・国連総会「女子差別撤廃

条約」採択

・「国内行動計画前期重点目

標」策定

1980

(S55)

・「国連婦人の10年」

中間年世界会議(コペンハ

ーゲン)

・「女子差別撤廃条約」署名 ・「新ぐんま婦人計画」策定

1981

(S56)

・ＩＬＯ156号条約(家族的

責任条約)採択

・「国内行動計画後期重点目

標」策定

1984

(S59)

・国籍法、戸籍法改正(父母

両系主義)

1985

(S60)

・「国連婦人の10年」世界

会議開催(ナイロビ) 「婦

人の地位向上のためのナ

イロビ将来戦略」採択

・「女子差別撤廃条約」批准

・国民年金法改正(専業主婦の

基礎年金保証)

・「男女雇用機会均等法」公布

・国連婦人の10年最終年記

念群馬県大会

1987

(S62)

・「西暦2000年に向けての

新国内行動計画」策定

1991

(H3)

・「新国内行動計画」(第 1次

改定)策定

・「女性に関する意識調査」

実施

1992

(H4)

・第 2回アジア女性会議開催

1993

(H5)

・「パートタイム労働法」公布 ・「新ぐんま女性プラン」策定

1994

(H6)

・男女共同参画室、男女共同

参画審議会(政令)、男女共

同参画推進本部設置

1995

(H7)

・第 4回世界女性会議(北

京)「北京宣言及び行動綱

領」採択

1996

(H8)

・「男女共同参画2000年プ

ラン」策定

・「男女共同参画社会をきずく

ための意識調査」実施

1997

(H9)

・男女共同参画審議会設置

(法律)

1999

(H11)

・「男女共同参画社会基本法」

公布、施行

・「男女共同参画社会に関する

県民意識調査」実施

・「太田市女性プラン」

策定（旧太田市）

2000

(H12)

・国連特別総会

「女性2000年会議」(ニ

ューヨーク)

・「男女共同参画基本計画」策

定

2001

(H13)

・男女共同参画会議、男女共

同参画局設置

・「配偶者からの暴力の防止及

び被害者の保護に関する法

律」(ＤＶ防止法)施行

・「ぐんま男女共同参画プラ

ン」策定

・女性に対する暴力実態調査

実施

2003

(H15)

・「少子化社会対策基本法」公

布、施行

・「次世代育成支援対策推進

法」公布、施行

2004

(H16)

・DV防止法改正 ・「群馬県男女共同参画推進条

例」制定

2005

(H17)

・国連「北京＋10」世界閣

僚級会合(第 49回国連婦

人の地位委員会(ニュー

ヨーク))

・「男女共同参画基本計画」

(第 2次)閣議決定

・太田市、尾島町、新

田町、藪塚本町合併

(平成 17 年 3 月 28

日)
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年 国際社会 国 群馬県(年度表記) 太田市(年度表記)

2006

(H18)

・「男女雇用機会均等法」改

正(間接差別禁止、男性へ

のセクハラ禁止)

・「第2次群馬県男女共同参

画基本計画」「ぐんまＤＶ

対策基本計画」策定

・「太田市まちづくり基本

条例」施行

2007

(H19)

・「仕事と生活の調和(ワーク

・ライフ・バランス)憲章

」及び「仕事と生活の調

和推進のための行動指針

」策定

・男女共同参画に関する市

民・企業意識調査実施

・「太田市男女共同参画基

本計画」策定

2008

(H20)

・DV防止法改正 ・「ぐんまＤＶ対策基本計画

(改定版)」策定

2009

(H21)

・「ぐんま男女共同参画セン

ター」設置

2010

(H22)

・国連「北京＋15」記念

会合(第 54回国連婦人

の地位委員会(ニューヨ

ーク))

・「第 3次男女共同参画基本

計画」閣議決定

2011

(H23)

・「ジェンダー平等と女性

のエンパワーメントのた

めの国連機関

(UN Women)発足

・「第3次群馬県男女共同参

画基本計画」策定

・男女間の暴力に関する調

査実施

2012

(H24)

・第56回国連婦人の地位

委員会「自然災害におけ

るジェンダー平等と女性

のエンパワーメント」決

議案採択

・「女性の活躍促進による経

済活性化行動計画」策定

・男女共同参画に関する市

民・企業意識調査実施

・「第２次太田市男女共同

参画基本計画」策定

2013

(H25)

・DV防止法改正

・「ストーカー行為等の規制

等に関する法律」改正

2014

(H26)

・第58回国連婦人の地位

委員会「自然災害におけ

るジェンダー平等と女性

のエンパワーメント」決

議案採択

・「第3次ぐんまDV対策推

進計画」策定

・男女共同参画社会に関す

る県民意識調査実施

2015

(H27)

・国連「北京＋20」記念

会合 (第 59回国連婦人

の地位委員会(ニューヨ

ーク))

・「持続可能な開発のため

の2030アジェンダ」

(SDGs) 採択

・女性活躍加速のための重

点方針2015」策定(以降

毎年策定)

・「女性の職業生活における

活躍の推進に関する法

律」(女性活躍推進法)公布

・「第4次男女共同参画基本

計画」閣議決定

201６

(H2８)

・「育児・介護休業法」及び

「男女雇用機会均等法」

等の改正

・「第4次群馬県男女共同参

画基本計画」策定

201７

(H2９)

・刑法改正(強姦罪の構成要

件及び法定刑の見直し等)

・男女共同参画に関する市

民・企業意識調査実施

・「第3次太田市男女共同

参画基本計画」策定

201８

(H３０)

・「政治分野における男女共

同参画の推進に関する法

律」公布、施行

2019

(R1)

・G20大阪首脳宣言 ・女性活躍推進法改正

・DV防止法改正

・「第4次ぐんまDV対策推

進計画」策定

2020

(R2)

・国連「北京＋25」記念

会合(第 64回国連女性

の地位委員会(ニューヨ

ーク))

・「第 5次男女共同参画基本

計画」閣議決定

2021

(R3)

・「第5次群馬県男女共同参

画基本計画」策定

・男女共同参画に関する市

民・企業意識調査実施

2022

(R4)

・「困難な問題を抱える女性

への支援に関する法律」

「AV出演被害防止・救済

法」成立

・「第4次太田市男女共同

参画基本計画」策定
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（２）ジェンダーギャップ指数

ジェンダーギャップ指数とは、経済／教育／健康／政治の 4分野において、各国の男女

格差を数値化したものです。

国際機関の「世界経済フォーラム」が平成18（2006）年から毎年「世界男女格差レポ

ート」で公表しています。

指数は「0」が完全不平等、「1」が完全平等を意味し、数値が低いほど男女の格差があ

ることを示しています。総合スコアは4分野の平均値です。

令和 4（2022）年版において日本は 146か国中 116位と、主要先進国では前年に続

き最下位となっています。分野別にみると、「教育」の順位は146か国中１位、「健康」は

63位と世界トップクラスの値である一方、「経済」は121位、「政治」は139位と順位が

低くなっており、総合順位を引き下げています。

ジェンダーギャップ指数① 主な国の抜粋

ジェンダーギャップ指数② 日本の分野別

令和2（2020）年版までの「世界男女格差レポート」には、「男女格差は100年以内

に解消される」と記載されていました。

しかしコロナ禍など、世界が直面する課題がますます複雑化する中、ジェンダー平等へ

の歩みが停滞していることから、令和4（2022）年版では「現在のペースのままでは完

全なジェンダー平等を実現させるには132年かかる」と修正されています。

国 名
令和４年（2022） 令和３年（2021）

順位 指数 順位 指数

アイスランド 1 0.908 1 0.892

フィンランド 2 0.860 2 0.861

ノルウェー 3 0.845 3 0.849

ドイツ 10 0.801 11 0.796

米 国 27 0.769 30 0.763

韓 国 99 0.689 102 0.687

中 国 102 0.682 107 0.682

日 本 116 0.650 120 0.656

分 野
令和４年（2022） 令和３年（2021）

順位 指数 順位 指数

政 治 139 0.061 147 0.061

経 済 121 0.564 117 0.604

教 育
1

(21ヵ国同率)
1.000 92 0.983

健 康 63 0.973 65 0.973
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（３）女性参画の状況

群馬県は「市区町村の審議会等委員」「自治会長」に占める女性の割合が全国最下位であ

り、特に自治会長に占める女性の割合は全国唯一の１％未満（0.9％）となっています。

内閣府 男女共同参画社会「都道府県別全国女性の参画マップ」

都道府県議・市区議・町村議は2021年 12月31日現在、その他は原則2021年 4月1日現在

（４）SDGsとジェンダー平等

SDGs（エス・ディー・ジーズ）は、平成27（2015）年9月の国連サミットで加盟国

の全会一致で採択された「持続可能な開発目標」で、令和12（2030）年を達成期限とし

ています。

「ジェンダー平等」とは性別に関わらず、平等に責任や権利や機会を分かちあい、あら

ゆる物事を一緒に決めてゆくことを意味しています。

SDGsには、世界を変えるための17のゴールがあり、ゴール５に「ジェンダー平等の実

現」が掲げられています。また前文に「すべての人の人権を実現し、ジェンダーの平等、

そしてすべての女性と女児の能力を引き出すことを目指す」とあることから、ジェンダー

平等の実現はすべてのゴールに関わっており、SDGs全体の目的でもあります。

指 標 群馬県
うち女性 女性割合 全国順位

都道府県議 47人 5人 10.6％ 22

市区議 287人 37人 12.9％ 31

町村議 271人 26人 9.6％ 32

都道府県の地方公務員管理職 924人 97人 10.5％ 26

都道府県の審議会等委員 662人 230人 34.7％ 16

市区町村の審議会等委員
10,544

人
2,315

人
22.0％ 47

自治会長 2,431人 22人 0.9％ 47

都道府県防災会議の委員 48人 7人 14.6％ 22
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７ 男女共同参画とは
◆は、Ｒ３意識調査「自由意見」より

男女共同参画社会

近年「性の多様性」という考え方が広まるにつれて、男女共同参画の「男女」はもう古いので

はないかという意見があります。

しかし男女共同参画の「男女」は、私たちの体の性別のことではありません。

男女共同参画の「男女」は、ジェンダーを指しています。

私たちは生まれた時から「男らしさ」「女らしさ」を社会から押し付けられます。この社会的

に作られた性別をジェンダー（社会的性別）といいます。ジェンダーは、社会や民族の数だけあ

り、教育としつけによって絶えず強化されます。

男女共同参画は「男らしさ」「女らしさ」によって私たちの行動範囲・思考範囲が限定されるこ

とがない社会の実現を目指しています。

◆女性は力や出産等、男性とは体のつくりや能力が異なるため、同じ土俵での評価の仕

方で平等を考えるには無理があると思う。（女性18-29歳）

◆平等という言葉は、男女の体のつくりや体力差などを考慮せずに、男女同一に扱うこ

とであり、男のための〇〇、女のための〇〇といった考えがある時点で男女平等とい

う考え方は難しいと考えている。（男性18-29歳）

◆「男女共同参画社会」の言葉は社会に浸透していても、実感することはありません。

自分たちのこととして捉えるための情報もあまり目にしません。（女性60歳代）

◆すべてにおいて男女平等、ジェンダーも関係ないといった世界的な世論の動きに違和

感しか感じられない。人類はどこに向かいたいの。（企業）

◆「力仕事は男性がするもの」「女性は事務職」などという考え方を男性も女性も払拭す

る必要があると考える。（企業）

◆力仕事＝男性の仕事という意識が日本では男女共にある、払拭されない。（企業）

◆家事は女性がやるという固定概念が強いと思う。（女性18-29歳）

◆親や家庭を見て育ってきてそれが普通と思い込んでいるのもあると思う（年齢等記入な

し）

◆私達の若い頃には「女は家、男は仕事」ということで育ってきて、私はとてもくやしい

思いでした。（女性・70歳代）
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性別役割分担意識

ジェンダーはそもそも不平等に作られています。

ジェンダーに基づく男女の線引きは、男性が中心となって社会を動かしていく「男性中心社会」

を構築してきたといえます。

「男は仕事、女は家庭」など、性別を理由として固定的に役割を分ける考え方を、性別役割分

担意識といいます。

例えば、子を生む機能をもつ女性が、子育てから介護まで、あらゆる無償の奉仕活動をし、男

性が外で働き経済的に支えるのが自然だという考え方があります。

しかし、これは決して自然ではありません。

女性が子を産むことと、女性が家事や子育て、親の介護をすることの間には、何の必然的な関

係もありません。

この性別役割分担意識は家庭や職場など、日常生活のあらゆる場面にあふれているため、自分が

差別したり、偏見を持っている当事者であるということをなかなか自覚できません。

ジェンダーとセクシュアリティ

世の中の大半は、「性別二元論（性別には男女の２つしかない）」や「異性愛」を前提としたも

のが占めています。

しかし私たちが持っているセクシュアリティ（性のあり方）は、４つの要素（体の性、心の性、

好きになる性、表現する性）のかけ合わせで決まると言われています。

また、それぞれの要素は必ずしも０か 100 かに当てはまるものではないので、その組み合わ

せは無数になります。

最近は、性別に限らず「多様性を認め合う」ことの必要性が社会に広まり、申請書の性別欄の

廃止や、制服の自由選択など、多様な性を認め合うための様々な配慮が図られています。

しかし「男らしさ」「女らしさ」を測るジェンダーのものさしがある限り、「男らしくない」

「女らしくない」という差別や偏見は生じます。

ジェンダーを解消しない限り、性の多様性を認め合うことは困難で、また性の多様性を認め合え

ばジェンダーが自然に解消するというものでもありません。

◆「男女共同参画」という言葉自体、セクシュアルマイノリティ（性的少数者）にひっかか

って失礼だと思う。今回の調査は矛盾していると思う。（企業）

◆「男女共同参画」と言う言葉を変えてみては。「男」「女」の性別だけでは多様性を受け入

れられないのではないでしょうか。（男性30歳代）



10

８ 計画の体系

基本方針 基本目標 施 策

Ⅰあらゆる分野に

おける男女共同

参画の推進

１ 男女共同参画の意

識づくり

1 男女共同参画に関する広報・啓発の推進

2 男女共同参画推進に関する学習機会の提供

3 市職員への男女共同参画研修の充実

4 庁内推進体制の強化

２ 男女平等教育の推

進
5 学校における男女平等教育の推進

３ 政策・方針決定過

程への女性の参画

拡大

6 市政における女性の能力発揮の推進

7地域活動における男女共同参画の推進

Ⅱ仕事と家庭生活

の調和

４ ワーク・ライフ・

バランスの推進

8 ワーク・ライフ・バランスに関する学習機

会の提供

9 市職員のワーク・ライフ・バランスの推進

10 ワーク・ライフ・バランスの推進のための

働きかけ

５ 就労の平等

11 女性の就労支援

12 家庭生活と両立しやすい環境整備の推進

Ⅲ人権を尊重し、

安心・安全な暮

らしの実現

６ 女性に対する暴力

の防止

13 女性に対する暴力の相談・支援体制の充実

14 女性に対する暴力防止のための啓発活動

７ 防災分野における

男女共同参画

15 男女共同参画の視点を踏まえた防災対策の

推進

８ 安心して暮らせる

環境の整備

16 男女が自立するための生活支援

17 多様性が尊重される社会づくりの推進



11

計 画 各 論
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基本目標１ 男女共同参画の意識づくり

性別役割分担意識（市民意識調査 問1）

性別役割分担に「同感できない」「どちらかといえば同感できない」と回答した人の割合は50％

以上で、過去2回の調査より高くなっています。

年代別では、年代による違いが大きく、「同感できない」「どちらかといえば同感できない」と回

答した人の割合は概ね若い年代ほど高くなっています。

7.4

4.8

5.2

19.4

24.3

24.4

23.3

20.1

22.6

29.7

27.1

23.6

15.0

17.1

17.2

5.2

6.7

7.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%人

本調査〈2021〉  （888）

前回調査〈2017〉  （812）

前々回調査〈2012〉  （1206）

同感する どちらかといえば

同感する

どちらかといえば

同感できない

同感できない どちらとも

いえない

無回答

8.8

5.0

5.6

5.0

6.8

11.7

6.1

7.5

9.3

18.1

21.8

8.9

17.0

16.7

16.7

21.8

27.8

20.4

23.9

23.0

20.0

27.0

19.8

29.2

26.7

20.9

18.5

31.9

26.9

60.0

36.0

32.7

25.0

28.5

18.7

13.0

12.1

18.8

2.2

12.0

19.8

13.3

14.5

18.7

18.5

5.3

4.5

3.3

3.0

4.3

4.2

2.4

6.4

20.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%人

女性   （514）

男性   （357）

18～29歳   （90）

30歳代   （100）

40歳代   （162）

50歳代   （120）

60歳代   （165）

70歳代   （187）

80歳以上   （54）

同感する どちらかといえば

同感する

どちらかといえば

同感できない

同感できない どちらとも

いえない

無回答

現 状

基本方針Ⅰ あらゆる分野における男女共同参画の推進
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男女の地位は平等になっていると思うか（市民意識調査 問2）

「女性の方が非常に優遇」「どちらかといえば女性の方が優遇」の計はいずれの項目でも10％未

満、「男性の方が非常に優遇」「どちらかといえば男性の方が優遇」の計は、⑤政治、⑦社会通念、

⑧社会全体で70％以上になっています。

「⑧社会全体として」の項目は、過去2回の調査と比較して、大きな変化は見られません。

性別では、「男性の方が非常に優遇」「どちらかといえば男性の方が優遇」の計は、女性が男性よ

り高く、「平等」は男性が女性より若干高くなっています。

（社会全体として）

7.7

6.8

7.0

1.4

36.5

14.3

24.3

11.4

36.8

37.8

30.7

12.7

37.2

34.1

51.5

59.1

38.6

27.8

24.1

36.8

7.2

21.6

8.6

10.4

7.1

7.2

3.7

3.2

1.4

4.3

1.8

1.8

1.2

1.8

0.5

0.8

0.3

0.7

0.3

0.8

7.3

15.4

32.2

41.9

16.0

22.1

11.4

11.0

1.2

3.2

1.8

3.3

1.5

2.9

2.1

5.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

本調査〈2021〉（888人）

①あなたの家庭では

②あなたの（あなたの家族や

友人などの）職場では

③あなたの町内会や

地域活動の場では

④学校教育の場では

⑤政治の場では

⑥法律や制度の上では

⑦社会通念・慣習・しきたり

などでは

⑧社会全体として

男性の方が

非常に優遇

どちらかと

いえば

男性の方が

優遇

平等 どちらかと

いえば

女性の方が

優遇

女性の方が

非常に優遇

わからない 無回答

11.4

9.6

11.1

13.8

7.8

59.1

59.4

56.1

62.5

55.2

10.4

13.1

13.4

7.0

15.4

1.8

4.1

4.6

1.6

2.2

0.8

0.4

1.4

1.7

11.0

11.1

10.5

9.7

12.3

5.5

2.5

2.8

5.4

5.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%人

本調査〈2021〉   （888）

前回調査〈2017〉   （812）

前々回調査〈2012〉   （1206）

女性   （514）

男性   （357）
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性別役割分担意識が未だに根強く残っており、女性の自立や社会への参画を妨げています。

男女共同参画社会の実現は、女性に限らず男性にとっても暮らしやすい社会につながることにつ

いて理解を深めてもらうことが重要です。

市民一人ひとりが男女共同参画について正しい知識を得られるよう、情報の発信や多様な学習機

会の提供に努めます。

また、市職員がより深い理解のもと、全ての事業に男女共同参画の視点を反映できるよう、研修

等の充実を図ります。

施策1 男女共同参画に関する広報・啓発の推進

施策2 男女共同参画推進に関する学習機会の提供

施策3 市職員への男女共同参画研修の充実

施策4 庁内推進体制の強化

事業名 事業内容 担当課

男女共同参画推進に関す

る広報啓発活動

広報紙やホームページ、コミュニティ放送

の活用により、意識啓発のための情報提供

を実施します。

市民そうだん課

事業名 事業内容 担当課

男女共同参画講演会の開

催

男女共同参画講演会を開催し、意識改革と

理解の促進に努めます。
市民そうだん課

地域における学習機会の

提供

男性の参加を配慮し、男女共同参画を視点

に入れた事業を実施します。
各地区振興課

事業名 事業内容 担当課

男女共同参画職員セミナ

ーの開催

新規採用職員、一般職員を対象に男女共同

参画の意識啓発研修を実施します。
市民そうだん課

事業名 事業内容 担当課

男女共同参画の視点に立

った業務遂行

太田市役所全課において、「男女共同参画

の視点を踏まえて業務が行われているか」

について、実態を継続的に把握します。

市民そうだん課

課 題

施 策
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項 目
令和3年度

（現状値）

令和８年度

（目標値）
根 拠

性別役割分担意識に「同感できない」「どちらか

といえば同感できない」と回答した人の割合
53.0％ 60.0％ 意識調査

「男女の地位は平等になっていると思うか」（社

会全体として）で「平等」と回答した人の割合
10.4％ 15.0％ 意識調査

指 標
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基本目標２ 男女平等教育の推進

学校教育の場で男女の地位は平等になっていると思うか（市民意識調査 問2）

「わからない」が41.9％で最も高く、次に「平等」が36.8％で、過去2回の調査からの大きな

変化は見られませんでした。

大人たちの考えや言動の影響により、次世代を担う子どもたちの将来が固定化されることのない

よう、大人たちが日常におけるアンコンシャス・バイアス（無意識の思い込み）等に気づき、見直

しを図るとともに、子どもたちが性別を問わず、さまざまな活動に積極的に参画していけるよう支

援していくことが求められます。

子どもたちが性別にとらわれず、それぞれの個性と能力を十分に発揮できるよう男女平等教育を推

進します。

また、学校教育など、教育関係者に対する研修を実施します。

施策5 学校における男女平等教育の推進

1.4

1.5

1.3

12.7

16.4

10.9

36.8

39.5

34.8

3.2

3.4

4.4

0.8

0.6

0.7

41.9

36.6

41.6

3.3

2.0

6.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%人

本調査〈2021〉   （888）

前回調査〈2017〉   （812）

前々回調査〈2012〉   （1206）

男性の方が

非常に優遇

どちらかと

いえば

男性の方が

優遇

平等 どちらかと

いえば

女性の方が

優遇

女性の方が

非常に優遇

わからない 無回答

事業名 事業内容 担当課

学習指導要領に基づく男

女平等教育の推進

発達段階に応じて、人権尊重、男女の相互

理解と協力の重要性、家庭生活の大切さな

どについての指導の充実を図ります。

学校教育課

教職員研修の充実

男女平等について、正しい理解と認識を深

め、男女平等を積極的に推進するための自

覚と実践的指導力の向上を図ります。

学校教育課

課 題

施 策

現 状
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基本目標3 政策・方針決定過程への女性の参画拡大

女性管理職が少ない・いない理由（企業意識調査 問25）

「女性自身が管理職になることを望んでいないことが多い」が28.1％で最も高く、次いで「管理

能力の面で、女性の適任者が少ない」が20.3％となっています。

「女性には家庭での責任があるので、長時間の労働を要求できない」は前回調査より10.6％ 低

くなっています。

28.1 

20.3 

17.0 

13.8 

12.7 

11.9 

5.1 

4.6 

1.4 

1.1 

18.1 

11.4 

23.6

18.5

13.7

12.5

15.5

22.5

3.3

5.2

0.7

1.5

8.1

21.8

0% 20% 40%

女性自身が管理職になることを

望んでいないことが多い

管理能力の面で、女性の適任者が少ない

将来管理職になる可能性のある女性はいるが、

現在のところ在職年数などを満たしていない

まだ女性登用の機運が低い

業務の内容が女性には任せられない、

あるいは女性には向いていない

女性には家庭での責任があるので、

長時間の労働を要求できない

女性はすぐ辞めてしまうので、

人材として育てられない

目標となる女性の先輩がいないので、

後輩が育たない

上司、同僚、部下となる男性が

女性管理職を希望していない

顧客が女性管理職を望まない

その他

無回答

本調査〈2021〉  （370件）

前回調査〈2017〉  （271件）

現 状
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従業員規模別では「女性自身が管理職になることを望んでいないことが多い」「管理能力の面で、

女性の適任者が少ない」に違いが見られ、いずれも概ね従業員数が多いほど高くなっています。

【従業員規模別】 （複数回答）

※■色表示は各従業員規模で最も高い値

地域活動での男女共同参画について（市民意識調査 問17）

「わからない」が39.6％で最も高く、次いで「団体の会長は男性、女性は補助的役職に就く慣行

がある」が30.3％となっています。

過去2回の調査からの大きな変化は見られませんでした。

30.3 

17.8 

17.7 

14.8 

6.4 

6.2 

2.6 

3.8 

39.6 

3.9 

28.2

16.0

15.5

17.7

5.9

5.4

3.4

1.5

39.5

8.6

25.8

16.7

15.4

20.8

6.1

4.2

3.6

4.0

34.7

9.2

0% 20% 40% 60%

団体の会長は男性、女性は補助的役職に就く慣行がある

女性が役職に就きたがらない

活動の準備や後片付けなどは女性が行う慣行がある

男性の参加が少ない

女性が表に出るべきでないという雰囲気がある

男性が女性を対等なパートナーとして見ていない

女性は発言の機会が与えられず、意見が聞き入れられない

その他

わからない

無回答

本調査〈2021〉  （888人）
前回調査〈2017〉  （812人）
前々回調査〈2012〉  （1206人）

従業員数
10名未満 10名以上

50名未満
50名以上

100名未満
100名以上

件 67 234 33 33

女性自身が管理職になることを望んでいないことが多い 16.4 28.6 39.4 39.4

管理能力の面で、女性の適任者が少ない 4.5 21.8 21.2 39.4

将来管理職になる可能性のある女性はいるが、現在のところ在職年数などを満たしていない 7.5 16.7 27.3 27.3

まだ女性登用の機運が低い 10.4 15.0 9.1 18.2

業務の内容が女性には任せられない、あるいは女性には向いていない 11.9 16.2 3.0 0.0

女性には家庭での責任があるので、長時間の労働を要求できない 11.9 10.7 27.3 6.1

女性はすぐ辞めてしまうので、人材として育てられない 3.0 5.1 12.1 3.0

目標となる女性の先輩がいないので、後輩が育たない 3.0 3.0 6.1 18.2

上司、同僚、部下となる男性が女性管理職を希望していない 1.5 1.3 3.0 0.0

顧客が女性管理職を望まない 3.0 0.0 0.0 6.1

その他 35.8 14.5 12.1 12.1

無回答 14.9 11.1 9.1 9.1
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本市では、組織の代表や役員、管理職等への女性登用を推進してきましたが、令和4（2022）年

4月時点における審議会等委員の女性の割合は19.5％（第3次計画策定時点と変わらず）、市役所

における課長職以上の女性の割合は9.9％（3.3％上昇）、区長・区長代理に占める女性の割合は、区長

1.5％（1.0％上昇）、区長代理 2.8％（1.0％上昇）であり、一定の改善が見られたものの、未だ代

表や役員等の多くを男性が占めており不十分な状況です。

市の施策展開に多様なニーズを反映するため、意思決定の場への女性の積極的な登用と、それを

実現するための環境づくりを進めます。

施策6 市政における女性の能力発揮の推進

事業名 事業内容 担当課

審議会等への女性委員参

画の推進

「太田市審議会等の取り扱いに関する指

針」に基づき、審議会等の所管課に働きか

け、女性委員の参画を推進します。

行革推進課

女性職員の管理職等への

登用推進

性別に関わりなく職員が能力を最大限に発

揮できる組織を作るため、適材適所の人員

配置に努めます。

人事課

女性職員のリーダー育成

支援

女性職員のロールモデルの育成や職員の意

識変容及びスキルアップを図るため、職員

の意見交換会や外部派遣研修を積極的に行

います。

人事課

女性人材リストの活用促

進

市の政策や方針の立案・決定の場への女性

の参画を促進するため、審議会や委員会等

への女性委員の積極的登用を推進します。

市民そうだん課

女性教職員の管理職等へ

の登用推進

多様な視点や能力を学校経営に活かすこと

を鑑み、ミドルリーダーの育成に力を入

れ、登用の推進を図ります。

学校教育課

課 題

施 策
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施策7 地域活動における男女共同参画の推進

※審議会等委員の女性の割合のみ、令和3年度（現状値）、令和8年度（目標値）

事業名 事業内容 担当課

自治会における役員等の

女性登用推進

自治会において男女共同参画の推進が図れ

るよう女性役員等の登用について区長会に

協力を求めます。

地域総務課

ＰＴＡ、学校評議員への

男女共同参画推進

ＰＴＡの女性会長職及び男性役員の増加

と、学校評議員に占める女性の割合の増加

に向けて、男女共同参画が促進されるよう

働きかけます。

学校教育課

項 目
令和4年度

（現状値）

令和9年度

（目標値）
担当課

審議会等委員の女性の割合 ※ 19.5％ 33％ 行革推進課

市役所における課長職以上の女性の割合 9.9％ 20％ 人事課

区長・区長代理に占める女性の割合
区 長 1.5％ 4％

地域総務課
区長代理 2.8％ 5％

指 標
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基本目標４ ワーク・ライフ・バランスの推進

家庭における役割分担（市民意識調査 問7）

「主に夫」「どちらかと言えば夫」の計は、「①生活費を得ること」が60％以上で高く、「主に妻」

「どちらかといえば妻」の計は、「③食事のしたく」が約70％、「②掃除・洗濯」が60％以上で高く

なっています。

42.3 

2.1 

2.0 

5.0 

0.5 

1.1 

0.8 

1.7 

12.6 

20.4 

1.6 

0.7 

5.3 

0.7 

0.9 

1.0 

1.7 

15.3 

17.7 

19.3 

12.3 

19.4 

25.2 

21.4 

19.9 

23.3 

22.1 

1.0 

17.6 

15.0 

14.3 

18.7 

15.1 

10.5 

17.5 

9.3 

1.7 

43.2 

54.2 

39.8 

26.6 

31.3 

19.6 

30.7 

16.2 

0.1 

0.7 

0.6 

0.7 

0.1 

2.8 

0.2 

0.5 

1.9 

0.7 

0.8 

0.7 

9.5 

10.8 

23.8 

0.7 

7.5 

14.9 

14.9 

14.5 

15.0 

18.8 

19.4 

21.6 

24.2 

16.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

①生活費を得ること

②掃除・洗濯

③食事のしたく

④食事の後片付け、

食器洗い

⑤子育て

⑥学校行事への参加

⑦介護・看護

⑧日常の買い物

⑨町内会など地域活動

への参加

主に夫 どちらかと

言えば夫

夫婦同じ位 どちらかと

言えば妻

主に妻 夫婦以外

の支援

していない 無回答

現 状

ワーク・ライフ・バランス

仕事と私生活との調和をとり、その両方を充実させる働き方・生き方のことです。

メリットは、私生活の充実による仕事の生産性向上です。

基本方針Ⅱ 仕事と家庭生活の調和
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今後、男性が女性とともに家事・育児・介護・看護、地域活動などをより積極的に担ってい

くために必要だと思うこと（市民意識調査 問６）

「固定的な考えを押しつけない」が67.3％で最も高く、次いで「夫婦や家族間でのコミュニケー

ション」が59.9％となっています。

【全体／前回・前々回との比較】 （複数回答）

ワーク・ライフ・バランスの取組状況（企業意識調査 問35）

「休暇制度」が50.5％で最も高く、次いで「特に取り組んでいない」が22％となっています。

67.3 

59.9 

56.4 

44.9 

28.3 

22.5 

22.2 

20.6 

13.5 

4.2 

1.8 

2.5 

59.7

57.5

48.2

43.8

23.8

20.1

14.0

15.9

12.7

0.5

2.1

2.7

48.3

46.7

37.8

39.2

18.6

15.8

10.4

13.5

13.8

5.4

4.2

4.3

0% 20% 40% 60% 80%

「家事・育児・介護・看護は女性の役割」

というような固定的な考えを押しつけない

夫婦や家族間でのコミュニケーションをはかる

「男性が家事・育児・介護・看護や地域活動」

を担うことへの男性自身の抵抗感をなくす

労働時間短縮や休暇制度の普及により

仕事以外の時間を多くもてるようにする

国や地方自治体やNPO などが「男性が家事
・育児・介護・看護・地域活動」に関心を高め

られるよう学習機会や情報を提供する

家庭生活や地域活動と仕事の両立について、

男性が相談しやすい窓口を設ける

「男性が家事・育児・介護・看護や地域活動」

を担うことへの女性自身の抵抗感をなくす

国や地方自治体やNPOなどが「男性が家事
・育児・介護・看護」の技能を高め

られるよう学習機会や情報を提供する

「男性が家事・育児・介護・看護・地域活動」を

行うための仲間・グループ作りをすすめる

その他

特に必要と思うことはない

無回答

本調査〈2021〉  （888人）

前回調査〈2017〉  （812人）

前々回調査〈2012〉   （1206人）

50.5 

22.0 

1.0 

4.1 

32.4 

7.4 

36.8

14.6

1.6

2.2

50.0

5.8

46.7

16.1

0.4

3.6

37.5

7.8

0% 20% 40% 60%

休暇制度

（出産休暇・育児休暇・その他の休暇）

柔軟な働き方（勤務形態）

（在宅勤務・テレワーク・フレックスタイム）

会社独自で保育サービスを実施する

その他

特に取り組んでいない

無回答

本調査〈2021〉   （487件）
前回調査〈2017〉  （364件）
前々回調査〈2012〉  （448件）
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市民意識調査では、依然として家事の多くが女性に偏っている状況がうかがえます。その背景に

は家庭や職場における固定的な性別役割分担意識が強く存在していることや、男性の長時間労働な

どが考えられます。

長時間労働は、男女ともに家事、育児、介護などへの参画を困難にするものであり、女性の活躍

の大きな障壁となるだけではなく、男性の生活の豊かさを奪うものでもあります。

長時間労働の抑制について積極的に推進するとともに、育児・介護に係る休暇等について性別に

かかわりなく取得しやすい環境の整備を進めます。

また事業者・労働者等に対し、学習機会の提供や働きやすい職場環境づくりのための啓発を推進

します。

施策8 ワーク・ライフ・バランスに関する学習機会の提供

施策9 市職員のワーク・ライフ・バランスの推進

施策10 ワーク・ライフ・バランスの推進のための働きかけ

事業名 事業内容 担当課

「妊娠中のセミナー」に

おいて男性の家事や育児

への参画推進

出産・育児の準備や心構えができるよう、

「妊娠中のセミナー」において男性の育児

や家事への参画を推進します。

健康づくり課

事業名 事業内容 担当課

育児・介護休業制度を取

得しやすい職場環境の整

備

育児・介護休暇及び休業の取得に向け、制

度の周知と休暇の取りやすい環境づくりを

推進します。

人事課

事業名 事業内容 担当課

農家の家族経営協定の締

結促進

家族経営協定についての理解を図り、締結

農家の育成・増加に努めます。
農業委員会事務局

企業へのワーク・ライフ

・バランスの普及推進

企業に対するワーク・ライフ・バランスの

普及を進め、各企業での取組が進むよう努

めます。

市民そうだん課

家庭の相互扶助及び協働

の推進

「おおた家庭の日」の周知等を行い理解を

図ります。
生涯学習課

課 題

施 策
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※「生活費を得ること」「掃除・洗濯」「食事のしたく」の平均値

項 目
令和3年度

（現状値）

令和8年度

（目標値）

根拠・

担当課

家庭における役割分担が「夫婦同じ位」と回答し

た人の割合 ※
16.4％ 30.0％ 意識調査

市役所職員の性別育児休業取得率

（対象期間：1月 1日～12月 31日）

男 性 26.8％ 30.0％
人事課

女 性 81.8％ 100％

家族経営協定締結農家数 163戸 190戸
農業委員会

事務局

指 標
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基本目標５ 就労の平等

女性が職業をもつことについて（市民意識調査 問14）

「子どもが生まれても職業を続ける方がよい」が46.8％で最も高く、次いで「子どもが生まれた

ら職業をやめ、大きくなったら再びもつ方がよい」が29.5％となっています。

「子どもが生まれても職業を続ける方がよい」は前回調査より若干高く、前々回より30.3％高く

なっています。

※前々回調査では本調査で未設定の「人によって違うので、一がいには言えない」が 43.1％で最も高い

46.8 

29.5 

4.5 

2.6 

1.1 

11.3 

4.2 

41.5

33.4

7.0

3.9

1.5

3.2

9.5

16.5

22.4

5.3

2.7

0.8

0.8

8.4

0% 20% 40% 60%

子どもが生まれても職業を続ける方がよい

子どもが生まれたら職業をやめ、

大きくなったら再びもつ方がよい

子どもが生まれるまでは職業をもつ方がよい

結婚するまでは職業をもつ方がよい

女性は職業をもたない方がよい

その他

無回答

本調査〈2021〉   （888人）

前回調査〈2017〉   （812人）

前々回調査〈2012〉  （1206人）

現 状
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「女性が輝く社会」を実現するために太田市に望むこと（市民意識調査 問24）

「出産・子育て・介護などの理由で退職した女性の再就職支援」「妊娠・出産・子育て・介護など

の理由により離職しないための支援」が69.8％で同程度に高くなっています。

69.8 

65.9 

29.6 

25.3 

23.5 

4.3 

7.2 

70.0

68.1

23.6

20.0

20.6

1.4

9.7

0% 20% 40% 60% 80%

出産・子育て・介護などの理由

で退職した女性の再就職支援

妊娠・出産・子育て・介護などの理由

により離職しないための支援

学生や社会人の女性キャリア形成支援

県外進学・就職の女性へのＵ・Ⅰターン支援

女性の起業等支援

その他

無回答

本調査〈2021〉  （888人）

前回調査〈2017〉  （812人）
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今回の市民意識調査でも育児休業を取得して就業を継続する女性の割合は増加傾向にあり、女性

が職業を続けたいという意識が高くなっています。人口減少時代に入り、社会経済的にみても労働

力確保が求められ、女性の就業継続、再就職や起業が実現できる環境整備が必要となっています。

働きたい女性がライフスタイルやライフステージに応じた多様な働き方ができるよう、関係機

関と連携し、就業や再就職の支援を行うとともに、女性の起業を支援します。

また、保育サービスなど地域における子育て支援や、介護支援を充実させ、誰もが安心して仕

事と育児や介護を両立できる環境の整備を進めます。

施策11 女性の就労支援

施策12 家庭生活と両立しやすい環境整備の推進

事業名 事業内容 担当課

お仕事相談パークの利用

促進

お仕事相談パークの周知を進め、女性の就

業機会の拡大を目指します。
産業政策課

再就職支援講座の開催

再就職に必要なスキルを身につけるため、

就業支援及びパソコン・ビジネスマナーの

講座を開催します。

産業政策課

女性の創業支援

女性のための起業セミナー・起業家講演

会・テレワーカー養成講座・講演会・交流

会を実施します。

産業政策課

事業名 事業内容 担当課

幼稚園・保育園等の整備

充実

希望者全員の入所に努めるため、施設の整

備など働く男女の子育てを支援します。
こども課

放課後児童対策の充実
施設利用希望者全員の入所及び運営の充実

に努めます。
児童施設課

課 題

施 策
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基本目標６ 女性に対する暴力の防止

ＤＶ経験・身近で見聞き等の有無（市民意識調査 問19）

「ＤＶがテレビや新聞などで問題になっていることは知っている」が72.6％で特に高く、次い

で「身近に暴力を受けた当事者がいる」が9.1％となっています。

過去2回の調査からの大きな変化は見られませんでした。

72.6 

9.1 

6.0 

4.3 

2.1 

1.9 

1.7 

1.0 

2.1 

8.8 

11.6 

70.0

9.0

6.2

3.7

1.7

2.0

1.6

1.7

0.5

11.7

12.7

72.1

12.2

7.0

4.1

1.2

1.5

2.2

3.8

3.0

14.8

10.9

0% 20% 40% 60% 80%

ＤＶがテレビや新聞などで問題になっていることは知って

いる

身近に暴力を受けた当事者がいる

身近な人から相談を受けたことがある

医師の治療は必要ないが暴力を何度か受けたことがある

医師の治療は必要ないが暴力を頻繁に受けたことがある

命の危険を感じる暴力を受けたことがある

医師の治療が必要となる暴力を受けたことがある

「なぐる・ける」の暴力をふるったことがある

その他

ＤＶについて見聞きしたことはない

無回答

本調査〈2021〉  （888人）
前回調査〈2017〉  （812人）
前々回調査〈2012〉   （1206人）

現 状

ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）

主に「配偶者や恋人など親密な関係にある、またはあった者から振るわれる暴力」

という意味で使用されます。身体的暴力に限らず、精神的、経済的、性的などあらゆ

る形の暴力が含まれます。また、カップル間で起こる暴力のことをデートDVといい

ます。

基本方針Ⅲ 人権を尊重し、安心・安全な暮らしの実現
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配偶者や恋人等から受けた暴力について相談の有無（市民意識調査 問20）

「友人・知人」が 40.6％で最も高く、次いで「家族や親戚」が 32.8％、「相談しなかった」

が28.1％となっています。

過去2回の調査からの大きな変化は見られませんが、「人権擁護委員、女性の人権ホットライン」

など前回まで回答があった複数の項目は、本調査では回答がありませんでした。

40.6 

32.8 

15.6 

3.1 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

6.3 

28.1 

10.9 

44.4

37.0

9.3

7.4

1.9

1.9

0.0

3.7

1.9

3.7

0.0

24.1

13.0

42.3

43.6

16.7

9.0

3.8

5.1

2.6

5.1

1.3

3.8

3.8

37.2

0% 20% 40% 60%

友人・知人

家族や親戚

警察

医師･カウンセラー

人権擁護委員、女性の人権ホットライン

群馬県女性相談センター

（配偶者暴力相談支援センター）

保健福祉事務所

市役所

（市民そうだん課・こども課など）

民生委員・児童委員

民間の機関

（弁護士会、民間シェルターなど）

その他

相談しなかった

無回答

本調査〈2021〉   （64人）

前回調査〈2017〉  （54人）

前々回調査〈2012〉  （78人）
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セクシュアル・ハラスメントの有無（市民意識調査 問22）

セクシュアル・ハラスメントの被害経験は「ない」が 68.1％で最も高く、次いで「わからな

い」が11.5％、「自分自身が受けたことがある」9.0％となっています。

暴力は決して許されません。性別に関係なく、被害者には支援の必要があります。

しかし、DVや性的被害等の多くは女性が占めている状況にあり、社会に依然として残る男性優

位の考え方や、男女の体力の差等が主な要因であると考えられています。

また、新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う外出自粛など、社会環境の変化は、様々な生活不

安やストレスが増大する要因となっており、DVや児童虐待の深刻化が懸念されています。
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7.1 

9.7

5.5
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9.7

9.2

6.1

5.9

0.9

60.2

15.1

11.9

0% 20% 40% 60% 80%

自分自身が受けたことがある

自分に身近な女性が受けたことがある

自分に身近な男性が受けたことがある

ない

わからない

無回答

本調査〈2021〉  （888人）

前回調査〈2017〉   （812人）

前々回調査〈2012〉  （1206人）

課 題

セクシュアル・ハラスメント

職場において行われる性的嫌がらせのことです。性的な言動によって、仕事をす

る上での一定の不利益を与えたり、職場の環境を悪化させたりします。
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配偶者等からの暴力を受けた被害者の相談窓口の周知を図ります。また、暴力の未然防止のため、

若年層を含むあらゆる世代に対して暴力防止啓発の取組みを充実します。

施策13 女性に対する暴力の相談・支援体制の充実

施策14 女性に対する暴力防止のための啓発活動

※「医師の治療は必要ないが暴力を何度か受けたことがある」「医師の治療は必要ないが暴力を頻繁に受けたこと

がある」「命の危険を感じる暴力を受けたことがある」「医師の治療が必要となる暴力を受けたことがある」の計

事業名 事業内容 担当課

相談体制の充実

配偶者等からの暴力や離婚などを受ける職

員の資質向上に努め、相談体制の充実を図

ります。

市民そうだん課

ＤＶ被害者に対する支援

市関係課及び女性相談所・警察等関係機関

と連携し、被害者が安全に生活するための

支援を行います。

市民そうだん課

事業名 事業内容 担当課

女性に対する暴力防止の

ための啓発活動

被害防止のため、広報等により啓発を実施

し、周知を図ります。
市民そうだん課

若年層へのデートＤＶ防

止セミナーの開催

若年層へのデートＤＶ予防啓発教育のため

のセミナーを実施します。
市民そうだん課

項 目
令和3年度

（現状値）

令和8年度

（目標値）
根 拠

DV被害経験のある人の割合※ 10.0％ 着実に減少 意識調査

配偶者や恋人等から受けた暴力について誰にも相

談しなかった割合
28.1％ 22.5％ 意識調査

セクシュアル・ハラスメント被害経験のある人の割合 9.0％ 着実に減少 意識調査

施 策

指 標
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基本目標７ 防災分野における男女共同参画

東日本大震災をはじめとするこれまでの災害においては、様々な意思決定過程への女性の参画が

十分に確保されず、女性と男性のニーズの違い等に対する配慮がなされない状況が多く発生しまし

た。

避難所においては、男女別トイレ、更衣室の設置、授乳スペース等の確保等、男女共同参画の視

点に立った対応が求められています。

「太田市地域防災計画」では、平成 27年度に「男女共同参画の視点を取り入れた防災対策」の

項目を追加し、防災会議における女性委員の割合は令和 4（2022）年 4月時点で 15.9％に増加

しましたが、女性の意見を防災に関する施策等へより広く反映するため、体制を整備する必要があ

ります。

防災に関するさまざまな施策において、男女共同参画の視点が十分に確保されるよう、防災会議

における女性委員の登用を進めます。

施策15 男女共同参画の視点を踏まえた防災対策の推進

事業名 事業内容 担当課

防災分野への女性の参画

推進

防災会議への女性委員の参画を拡大し、男

女共同参画の視点を取り入れた防災計画、

防災体制づくりに努めます。

危機管理室

現 状

課 題

施 策
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基本目標８ 安心して暮らせる環境の整備

正社員・非正社員平均人数（企業意識調査 問2）

正社員は男性が女性より多く、非正社員は女性が男性より若干多くなっています。

過去 2回の調査と比較すると、正社員、非正社員のどちらも男女とも前回と同程度で、前々回よ

り少なくなっています。

※調査票では「正社員」について「会社と雇用期限の定めがない雇用契約を結んだ従業員」、「非正社員」について「契約社員・
派遣社員・パート社員」と注釈表示

性的指向・性自認に関することで必要なこと（人権市民意識調査 問28）

「市民一人ひとりが正しい理解を深めるように努力する」が54.5％で最も高く、次いで「学校や

地域における教育・啓発活動の推進」が38.6％、「相談・支援体制の充実」が 37.5％となってい

ます。
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33.1 

21.2 
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29.1 

80.9 

19.1 

98.0 

0人 50人 100人

正社員　男性

女性

合計

本調査〈2021〉  （487件）

前回調査〈2017〉  （364件）

前々回調査〈2012〉  （448件）
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11.9 

30.9 

43.0 

63.8 
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非正社員　男性

女性

合計

本調査〈2021〉  （487件）

前回調査〈2017〉  （364件）

前々回調査〈2012〉  （448件）

54.5 

38.6 

37.5 
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0.7 

7.5 

19.0 

2.1 

0% 20% 40% 60%

市民一人ひとりが、正しい理解を深めるように努力する

学校や地域における教育・啓発活動の推進

相談・支援体制の充実

広報紙の発行や人権講演会の開催など、人権啓発の推進

その他

特にない

わからない

無回答 本調査〈2021〉   （991人）

性的指向（好きになる性） 「どのような性別の人を好きになるか」です。

性自認（心の性） 「自分の性をどのように認識しているか」です。

現 状
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単身世帯やひとり親世帯の増加、非正規雇用者の増加などによる雇用不安など、経済的に困難を

抱えやすい人が増加しています。特に女性は非正規雇用の割合が高く、貧困など生活上の困難に陥

りやすい傾向があります。

また、障害があること、外国人であることに加え、女性であることでさらに複合的に困難に置か

れている方々や、性的マイノリティ（ＬＧＢＴＱなど）の方々などが自分らしく生きていけるよう、

社会全体が多様性を尊重する環境づくりを進めることが求められています。

日常生活における自立や社会参画を行う上で様々な困難な状況に置かれがちな方々が、その能力

や意欲を発揮しながら活躍できるよう支援を行っていきます。

また、社会全体が多様性を尊重する環境づくりに資するよう、意識啓発や支援を進めます。

施策16 男女が自立するための生活支援

施策17 多様性が尊重される社会づくりの推進

事業名 事業内容 担当課

ひとり親家庭等への自立

支援事業の充実

ひとり親家庭等の経済的自立に向けて、資

格取得のための給付金支給などの支援を行

います。

子育てそうだん課

養育費確保のための支援

養育費の取り決めに係る公正証書等の作成

費用や養育費保証契約に係る保証料の一部

を助成し、支援していきます。

子育てそうだん課

事業名 事業内容 担当課

性の多様性に関する市民

や企業への啓発

市民や企業に対し啓発冊子を配付し、性の

多様性への理解促進を図ります。
市民そうだん課

性的少数者やその家族へ

の支援

市ホームページなどで、専門の相談窓口や

支援団体の情報提供を行います。
市民そうだん課

市営住宅の入居

ぐんまパートナーシップ宣誓制度によりパ

ートナーシップの宣誓をした方は、市営住

宅に世帯で入居申込みをすることができま

す。

建築住宅課

課 題

施 策
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資 料
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太田市男女共同参画推進協議会設置要綱

平成１８年９月２２日
（設置）
第１条 市の男女共同参画社会の形成を総合的かつ効果的に推進するため、太田市男女共同参画推進協議
会（以下「協議会」という。）を設置する。

（所掌事務）
第２条 協議会は、次に掲げる事項について協議する。
（１） 男女共同参画に係る基本的事項に関すること。
（２） 男女共同参画に係る施策の推進に関すること。
（３） その他男女共同参画の推進に係る重要事項に関すること。

（組織）
第３条 協議会は、委員２０人以内で組織する。
２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。
（１） 学識経験者
（２） 関係団体の代表者
（３） 市の公募に応じた者
３ 市は、男女いずれか一方の委員の数については、委員の総数の１０分の３未満とならないよう努める
ものとする。

（任期）
第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。
２ 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（会長及び副会長）
第５条 協議会に会長及び副会長を置く。
２ 会長及び副会長は、委員の互選とする。
３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。

（会議）
第６条 協議会は、会長が招集し、その議長となる。
２ 協議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。
３ 協議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。

（意見の聴取等）
第７条 会長は、協議会において必要があると認めるときは、第３条に定める委員以外の者を会議に出席
させ、その説明又は意見を聴くことができる。
（部会）
第８条 協議会には、必要に応じ、部会を置くことができる。
２ 部会に属する委員は、会長が指名する。
３ 部会に部会長を置き、会長が指名する委員をもって充てる。
４ 部会長は、部会を代表し、会務を総理する。

（幹事）
第９条 協議会に幹事若干人を置く。
２ 幹事は、太田市男女共同参画推進会議の委員の職にある者をもって充てる。
３ 幹事は、協議会の所掌事務について、委員を補佐する。

（庶務）
第10条 協議会の庶務は、市民そうだん課が行う。

（その他）
第11条 この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附 則
この要綱は、平成１８年９月２２日から施行する。
附 則
この要綱は、平成２２年７月２３日から施行する。
附 則
この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。
附 則
この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。
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太田市男女共同参画推進協議会 委員名簿

◎会長 〇副会長（敬称略）

所属・団体名 氏 名 備 考

1 学識経験者

2

関係団体の代表者

3

4

5

6

7

8

9

10

11

市の公募に応じた者

12

13

14
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太田市男女共同参画推進会議設置要綱

平成１８年９月２２日
（設置）
第１条 男女共同参画に係る計画の策定及び施策の総合的かつ効果的な推進について、関係部局による密接
な連絡調整等を図るとともに、男女共同参画に係る諸問題の迅速かつ的確な対応を期するため、庁内に太田
市男女共同参画推進会議（以下「推進会議」という。）を置く。

（構成）
第２条 推進会議は、別表に掲げる職にある者をもって構成する。
２ 推進会議に議長及び議長代行を置き、議長には市民生活部長を、議長代行には市民生活部副部長をもっ
て充てる。
３ 議長は、会務を総理する。
４ 議長代行は、議長を補佐し、議長に事故があるときは、その職務を代理する。

（会議）
第３条 推進会議は、議長が招集し、主宰する。
２ 議長は、必要があると認めるときは、推進会議に前条第１項に定める者以外の者の出席を求め、説明又
は意見を聴くことができる。

（付議事項）
第４条 推進会議に付議する事項は、次のとおりとする。
（1）男女共同参画に係る基本方針に関する事項
（2）男女共同参画に係る重要施策に関する事項
（3）男女共同参画に係る情報の交換及び連絡調整に関する事項
（4）その他男女共同参画に係る諸問題に関する事項

（太田市男女共同参画推進会議担当課連絡会議）
第５条 推進会議に前条に定める付議事項の具体的な推進を図るため、太田市男女共同参画推進会議担当課
連絡会議（以下「担当課連絡会議」という。）を置く。
２ 担当課連絡会議の運営に関して必要な事項は、推進会議で決定する。

（庶務）
第６条 推進会議の庶務は、市民そうだん課が行う。

（その他）
第７条 この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附 則
この要綱は、平成１８年９月２２日から施行する。
附 則
この要綱は、平成２２年７月２３日から施行する。
附 則
この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。
附 則
この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。
附 則
この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。
附 則
この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。
附 則
この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。
附 則
この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。
附 則
この要綱は、令和２年４月１日から施行する。
附 則
この要綱は、令和４年４月１日から施行する。
附 則
この要綱は、令和４年９月１日から施行する。
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別表（第２条関係） 太田市男女共同参画推進会議構成委員

太田市男女共同参画推進会議担当課連絡会議運営基準

（趣旨）
第１条 この基準は、男女共同参画に係る施策の具体的な推進を図るため、太田市男女共同参画推進会議
設置要綱（平成１８年９月２２日太田市制定。以下「要綱」という。）第５条第１項の規定に基づき、太田
市男女共同参画推進会議担当課連絡会議（以下「連絡会議」という。）の運営に関し、必要な事項を定める
ものとする。

（構成及び主宰）
第２条 連絡会議は、別表に掲げる所属の長又は長の指名する職員で構成する。
２ 連絡会議は、市民そうだん課長が主宰する。

（会議）
第３条 連絡会議は、要綱第４条に掲げる付議事項についての各所属の取組状況及び連携に関して審議検
討する。

（報告）
第４条 連絡会議での決定事項は、太田市男女共同参画推進会議に報告する。

（その他）
第５条 この基準に定めるもののほか、連絡会議の運営に関し必要な事項は、要綱に準拠する。

附 則
この基準は、平成１８年９月２２日から施行する。
附 則
この基準は、平成２２年７月２３日から施行する。
附 則
この基準は、平成２３年４月１日から施行する。
附 則
この基準は、平成２４年４月１日から施行する。
附 則
この基準は、平成２５年４月１日から施行する。
附 則
この基準は、平成２８年４月１日から施行する。
附 則
この基準は、平成２９年４月１日から施行する。
附 則
この基準は、令和４年９月１日から施行する。

市民生活部長

市民生活部副部長

市民そうだん課長

行革推進課長

人事課長

危機管理室長

地域総務課長

こども課長

子育てそうだん課長

児童施設課長

健康づくり課長

産業政策課長

建築住宅課長

生涯学習課長

学校教育課長

農業委員会事務局長
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基本データ

「令和3年度 太田市男女共同参画に関する市民意識調査」
調査対象 満18歳以上の市民 2,000人
抽出方法 住民基本台帳より無作為抽出
回収結果 有効回収数 888件（有効回収率 44.4％）

「令和3年度 太田市人権に関する市民意識調査」（＝基本目標８）
調査対象 満18歳以上の市民 2,000人
抽出方法 住民基本台帳より無作為抽出
回収結果 有効回収数 991件（有効回収率 49.6％）

「令和3年度 太田市人権・男女共同参画に関する企業意識調査」
調査対象 市内に本社または事業所がある企業 1,000 件
抽出方法 企業データより従業員数の多い順に抽出
回収結果 有効回収数 487件（有効回収率 48.7％）

調査期間 令和3年 5月 25日(火)～6月 21日(月)
調査方法 郵送配布・郵送回収（督促はがき１回）

調査結果については太田市ホームページで公開しています。
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